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【今月の話題】 

 

 

平成 24 年経済センサス‐活動調査は，我が国の全産業分野の経理項目を同一時点で網羅的に

把握する全数調査として初めて実施した統計調査であり，その集計結果からは産業分類別の売上

（収入）金額，費用総額，給与総額，付加価値額などが分かります。 

こうした経理項目の集計結果から，一般的な経営分析に用いられている経営関連指標を算出し，

産業分類間を比較しましたので，その概要を紹介します。 

 

詳細についてはこちら（「統計トピックス No.73」

http://www.stat.go.jp/data/e-census/topics/topi730.htm）を御覧下さい。 
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【収益性】 

○ 「売上高営業利益率」が最も大きいのは「学術研究，専門・技術サービス業」 

 

(％) 

経済センサスと経営指標を用いた産業間比較 

－平成 24 年経済センサス‐活動調査の分析事例①〔経理項目〕－ 

 

 

 

 

 
                                                   
 
                                                                                                                                                               
 
                                                   
 
                                                                                                                                                               
 

 売上高営業利益率 
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【生産性】  

○ 「従業者１人当たり付加価値額（労働生産性）」が最も大きいのは「情報通信業」 

○ 「従業者１人当たり売上高」が最も大きいのは「卸売業」 

○ 「売上高付加価値額率（付加価値率）」が最も大きいのは「社会福祉・介護事業」 
 

(百万円) 

(百万円) 

 

(％) 

売上高付加価値額率（付加価値率） 

従業者１人当たり売上高 

従業者１人当たり付加価値額（労働生産性） 
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【人件費】 

○ 「従業者１人当たり給与総額」が最も大きいのは「情報通信業」 

○ 「付加価値額給与総額率（労働分配率）」が最も大きいのは「教育，学習支援業」 

(百万円) 

 

(％) 

付加価値額給与総額率（労働分配率） 

従業者１人当たり給与総額 
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【今月の話題】 

 

 

 

11 月 23 日は「勤労感謝の日」です。本格的な人口減少社会の到来を迎え，少子高齢化を背

景に労働力人口が減少しつつある中，女性や高齢者等の活躍推進のための様々な政策が課題とな

っています。 

総務省統計局では，特に女性や高齢者の就業状況について，平成 24 年就業構造基本調査の結

果を取りまとめましたので，その概要を紹介します。 

 

詳細についてはこちら（「統計トピックス No.74」

http://www.stat.go.jp/data/shugyou/topics/topi740.htm）を御覧下さい。 

１ 15～64 歳人口（生産年齢人口）の就業状況 

 
○ 平成24年10月１日現在の15歳以上人口（１億1081万５千人）のうち15～64歳人口

（生産年齢人口）は8002万７千人となっており，24年以降いわゆる「団塊の世代」が

65歳に達し始めたことなどから，19年と比べると，281万５千人の減少となっています。 

○ これをふだんの就業状態別にみると，有業者は5786万７千人，無業者は2216万人と

なっています。また，15～64歳の有業者は197万人（3.3％）の減少，無業者も84万５

千人（3.7％）の減少となっています。 

○ 一方，15～64歳の有業率（15～64歳人口に占める有業者の割合）は，0.1ポイントの

上昇となっています。特に15～64歳女性の有業率は1.4ポイントの上昇となっています。 

２ 女性の就業状況 

(1) 就業状態の推移 

 

女性の年齢階級別有業率（15～64 歳）－平成 19 年，24 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 女性の有業率は 25～39 歳及び 50～64 歳の各年齢階級で上昇 

○ 15～64 歳人口（生産年齢人口）は減少しているものの有業率は上昇 

女性・高齢者の就業状況 
－「勤労感謝の日」にちなんで－ 

                  平成24年就業構造基本調査の結果から 

 

 

 

 
                                                   
 
                                                                                                                                                               
 
                                                   
 
                                                                                                                                                               
 

 

女性の年齢階級別有業率（15～64 歳）－平成 19 年，24 年－ 

(％) 
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(2) 「夫婦と子供のいる世帯 1」の妻の就業状態 

 

妻の年齢階級別有業率（夫婦と子供のいる世帯）－平成 19 年，24 年－ 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 出産・育児と就業希望 

 

○  「出産・育児のため」求職活動をしていない女性について，年齢階級別にみると，「35

～39歳」が35万人と最も多く，次いで「30～34歳」（34万６千人）などとなってい

ます。一方，非求職者に占める割合をみると「30～34歳」が71.7％と最も高くなって

います。 

 

 
 
 
 

(4) 都道府県別育児をしている 2女性（25～44 歳）の有業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 ここで｢夫婦と子供のいる世帯｣とは，「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と両親から成る世帯」及び 

「夫婦，子供とひとり親から成る世帯」をいいます。 
2 「育児をしている」とは，未就学児（小学校入学前の幼児）を対象とした育児をいいます。 

○ 25～44 歳の育児をしている女性の有業率が高いのは，島根県，山形県， 

福井県など 

○ 就業を希望しているが「出産・育児のため」求職活動をしていない女性は 

113 万４千人 

○ 子供を持つ女性の有業率は 25～39 歳の各年齢階級で上昇 

(％) 
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妻の年齢階級別有業率（夫婦と子供のいる世帯）－平成 19 年，24 年－ 

25～44 歳の育児をしている女性の都道府県別有業率－平成 24 年－ 

女性の年齢階級別非求職理由が「出産・育児のため」である非求職者及び割合（15～64 歳）－平成 24 年－ 

44.0 
50.2 

57.4 
66.2 

37.4 
44.0 

54.8 

67.9 

0

20

40

60

80

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

平成24年
平成19年

（千人，％）
年齢

非求職理由

非求職者 3,447.2 432.0 309.3 482.8 592.4 480.4 296.2 854.1

　うち出産・育児のため 1,133.8 59.3 197.4 346.3 350.4 157.2 19.1 4.1

非求職者に占める割合 32.9 13.7 63.8 71.7 59.1 32.7 6.4 0.5

総数 15～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～64歳

統計ヘッドライン―統計局月次レポート―平成25年12月

 
7



 

３ 高齢者の就業状況 

(1) 就業状態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 都道府県別 60 歳以上の有業率 
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